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（別紙２） 
 
３．助成対象事業の成果（結果） 
 
【事業名】事業名のほか、Ａ事業①②、Ｂ事業の別も記入してください。 
 
Ａ事業①及び② 「中小企業ＤＸ推進支援事業」 

 
【目的〈課題認識、方向性、目標、事業実施計画等〉】 

 
 
（１）課題認識 
  ● 広島県では、イノベーション立県の実現を施策ビジョンとして掲げている中、その柱の一つ

として、絶え間なくイノベーションが創出される環境・状況「イノベーション・エコシス

テム」の構築を目指している。また、すべての施策を貫く視点としてＤＸの推進に取り組

んでいる。 

  ● 広島県の製造業において、AI、IoT 等のデジタル技術の導入は、イノベーションを起こす

ための重要な要素であり、ものづくり中小企業においても、その取り組みが注目されてい

る。 

  ● しかし、県内におけるIoT活用の設備投資の実施状況は、製造業で約２割にとどまってお

り、人材が不足している、従業員の知識・理解が不足している、業務多忙で時間が取れな

い、投資対効果がわからない等のデジタル化を取り巻く課題も浮き彫りになっている。 

  ● 「ＤＸ推進に向けた業務レイヤー」（図１）として示す３層構造のピラミッドのうち、

下段の「現場改善領域（現場改善・業務改善に取り組む）」のものづくり中小企業は、社

会的なIoTの浸透に沿って、徐々に現れているものの、中段の「工場最適化領域」及び上段

の「企業間連携領域（サプライチェーン改革等、新ビジネスモデルの構築）」の企業はわ

ずか一握りである。 

  ● 令和元年度に、中小企業地域資源活用等促進事業（Ｂ事業）を活用し、広島県との協業

により、既存事業の現状と課題を分析、整理及びマッピングを行った。その結果、中段の

「工場最適化領域」に係る支援事業・役割が広島県及び本財団ともに抜け落ちていること

が分かった。このことは、「現場改善領域」に取り組む企業のIoT活用の高度化のモデル

ケースが身近に見当たらず、自社に合ったIoTの活用戦略を描くことができないため、全体

として、IoT導入が進まないことを裏付けるものと考える。 

● また、経営層の関与度の高さは、デジタル化の推進度と強い相関関係があると一般的に

認められており、プロセス変革や企業変革を実行し、根付かせるための経営の仕組の明確

化と、持続的なものとして定着させることが必要である。 
 
（２）方向性 

  ● ものづくり中小企業のIoT活用の促進をめざして、下段「現場改善領域」では、各企業の

現状分析（AS-IS）と、あるべき姿（TO-BE）のシナリオ設定を支援する。そして、中段の

「工場最適化レイヤー」では、あるべき姿（TO-BE）の実践を支援する。以て、将来的な上

段の「企業間連携領域」への到達に寄与する。 
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（図１） 

 
 

 

   
 

 

（３）目標 

  ● 定量的な成果・目標として、令和３年度の取組を通じて、ものづくり中小企業のIoT実装

件数５件を目指す。 

   ・ものづくり現場IoT推進リーダー育成塾…３件 

   ・ひろしまIoT実践道場 …２件（ただし、活動期間が２年で１サイクルの事業のため、令

和４年度に成果を得る。） 

  ● 定性的な成果としては、ものづくり現場IoT推進リーダー育成塾の受講企業各社のIoT活

用戦略（個別に設定された稼働率の向上、製造原価低減等）の達成状況を見るものとす

る。 

 

（４）事業実施計画 

 ① 現場イノベーションスクール（以下「現場スクール」という。） 

  ● 「品質Q・コストC・納期D」の変革で現場力を高め、企業収益力を上げる「ものづくり革

新」を推進できる人材を育成する。以て、IoT活用の基本である現状分析（AS-IS）ができ

る能力を得る。 

 

 

企業間連携領域

ＤＸによる
企業間連携

工場最適化領域

IoTを活用した
工場全体最適

現場改善領域
IoTを活用した

現場改善・業務改善

現場イノベーション
スクール

社会人IoTセミナー
(～R2年度)

ひろしまIoT実践道場

ものづくりデジタル
イノベーション創出プログラム

経営者向け啓発セミナー

【広島県 商工労働局】【ひろしま産業振興機構】

サンドボックス 展 開

経営層のIoT
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戦略の作成

ひろしまIoT実践道場

認知・啓発

ものづくり現場IoT

推進リーダー育成塾

企業間連携の支援
受発注システムの活用推進 等

実 践
ﾌﾞﾗｼｭ
ｱｯﾌﾟ

<R２～５年度 中小企業DX推進支援事業＞

サプライチェーン改革

受発注システム活用

工場最適化

生産性向上

現場改善

業務改善

（ＤＸ推進に向けた業務レイヤー）

①～③の事業について、次項以降で詳細を説明。 
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② ものづくり現場IoT推進リーダー育成塾（以下「IoTリーダー塾」という。） 

● IoT を活用した現場改善・業務改善を促進するため、次のすべての条件を満たすものづく

り中小企業の、現場と経営層の情報伝達ができ、将来的なＤＸ推進のコアとなる人材の育

成「IoT 推進リーダーの育成」と、「経営層コミットによる IoT 活用戦略の作成」を並行し

て行う。 

 

（条件） 

   ・経営層自らが取組に積極的に関与・判断できる。 

   ・工場の生産ライン管理、設備の故障予測、作業効率化など、企業規模にあった課題設定

ができ、IoT等のデジタル技術の導入に適切な推進体制の構築ができる 

   ・モデル企業として、開示可能な範囲で、プロセス及び成果の地域展開へ協力できる 

（IoT推進リーダーのめざすレベル） 

・人の動き、設備の動き等、ものづくり現場の現場改善に有益なデータ情報を自社で見極

められる 

・そのデータ情報の収集・分析に向けた IoT等のデジタル技術の導入について、ベンダー・

システムインテグレーターに提案を依頼する際、必要な要件や実現したい内容等を伝え

ることができる 

 

● 加えて、フォローアップとして、また、ものづくり中小企業と共創できる地元ベン

ダー・システムインテグレーター（以下「地元ベンダー等」という。）の育成にも寄与で

きると考え、地元ベンダー等と連携して導入実証すなわちアジャイル型開発（※１）に取

り組む受講企業に対し、助成スキームものづくり現場 IoT導入実証事業助成金で支援する。

この導入実証で得られたプロセス、結果及びその後の対応方針については、広く公開・発

信し、県全域での IoT普及に貢献する。 

   ※１ アジャイル型開発…仕様や設計の変更が当然あるという前提に立ち、初めから厳密な

仕様は決めず、おおよその仕様だけで細かいイテレーション（反復）開発を開始し、

小単位での「実装→テスト実行」を繰り返し、徐々に開発を進めていく手法。 

 

③ ひろしまIoT実践道場 

  ● IoT実践に挑戦意欲のある企業をモデル企業として選定し、専門家のコンサルティングに

より、当該企業にとって適切なIoTの投資判断を促すことで、経営者主導のIoT導入・実践

を支援する。 

    活動を通じて得たプロセス（ステッププランや課題、検討した解決策、工夫・苦労した

点など）や成果（投資対効果などの経済性）は、導入実証と同様に、モデルケースとし

て、本財団及び広島県の広報活動や、国機関等との連携を通じて、広く県内外に公開・発

信し、県全域でのIoT普及に貢献する。 
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【成果（結果）〈実施事業の内容・実績、実施した結果生まれた新たな課題等〉】 

（１）事業実施の内容・実績 

＜総括＞ 

事業名 
開催時期 

開催スタイル・受講者数等 
講座日数等 

① 

 

現場スクール 

6月～9月 ○全編オンライン（Zoom）での開催 

・座学…参加者各自にリアルタイム配信 

・実習・発表…受講者を３チームに 

分け、県内３社のものづくり現場の 

特定の工程の録画素材を題材に実施 

○講師は大半を本財団スタッフが務め、 

 外部講師は座学及び実習の一部のみ。 

○15名受講（定員12名） 

・座学9日 

（2H/回・2回/日×9日） 

・実習・発表8日 

（2H/回・2回/日×4日） 

・改善報告会１日 

（4H×１日） 

② IoT推進リーダー育成塾 

IoT推進リーダー

の育成 

9月～12月 

○全編オンライン（Zoom）での開催 

○講師は、企画提案公募で選定した企業 

 ㈱ウフル及び再委託先のi Smart 

 Technologies㈱及び㈱INDUSTRIAL－X等に

よる。 

○13名11社受講（定員10名・社程度） 

・座学2日（4H/日×2日） 

・ハンズオン1日（4H/日×1日） 
・改善実践習1日（8H/日×1日） 

・IoT導入プランの作成・発表5日 

（4H/日×3日・1H/日×2日） 

経営層コミッ

トによるIoT

活用戦略の 

作成 

IoT推進リーダーの育成と並行 

○全編オンライン（Zoom）での開催 

○講師は企画提案公募で選定した企業 

 ㈱ウフルの再委託先のi Smart 

  Technologies㈱及び㈱INDUSTRIAL－X等に

よる。 

○11社（定員10社程度（IoT推進リーダー 

の育成の受講企業に同じ）） 

・座学 2 日（１日は、IoT 推進

リーダーの育成の初日と同じ） 

・ 経 営 戦 略 ワ ー ク シ ョ ッ プ
（8H/日×1日） 

・個別アドバイザリー 1H/回 

・リーダーへのフィードバック

1H/回 

 

ものづくり現

場IoT導入実

証事業助成金 

採択事業の実施期間 

9月 末 ～1月 末   ○応募があった３件を審査会で審査の上、

採択（助成枠３件程度） 

 ― 

③ 

ひろしまIoT 

実践道場 

9月からＲ4年 2月の間 3回 

実施 
新型コロナウイルス感染症の 

影響で開始時期が遅れた。 

○9月はオンライン、11月は、 

オフライン（モデル企業の現地確認）、1

月はオンライン、2月はオンライン（モデル

企業の現地確認） 

○選定企業２社（選定枠２社） 
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① 現場スクール 

開講時期 ６月～９月 

実施スタイル 

全編オンライン（Zoom）での開催（対話型） 

・座学…参加者各自にリアルタイム配信 

・実習・発表…受講者を３チームに分け、県内３社のものづくり現場の特定

の工程の録画素材で実施 

受講者数 １５名（定員１２名） 

講師 本財団スタッフが大半の講師を務め、外部講師は座学及び実習の一部のみ 

 

 

● カリキュラム 

  （ポイント） 

・IoT活用の勘どころとなる「ものづくりの本質」を体系的に理解できる。 

   ・それぞれの課題解決に適したIoTツールを活用すれば、現場の改善力・スピードが飛躍的 

にアップすることを、事例を通して理解できる。 

  （概要） 

日数 ｶﾘｷｭﾗﾑ体系 午前（２Ｈ） 午後（２Ｈ） 

１ 概論 序論 ものづくりの基礎概念・競争力 

２ 

座学 

 

理論 

・ 

演習 

改善推進リーダーの心得 

３ プロセス分析 

４ ものづくりと IoT 現場の５Ｓ 

５ コストと生産性 

６ ＩＥ（人の作業の改善） 

７ ＩＥ（工程設計＆改善） 

８ 品質管理 

９ 設備生産性の改善 生産管理・物流の改善 

10 

実習 
 

３グループに 

分かれて実施 

実習① 

11 実習② 

12 実習③ 

13 実習④ 

14 実習⑤ 

15 実習⑥ 

16 実習⑦ 

17 実習⑧・全体報告会 

（約３か月間 自社にて改善活動に取り組む） 

18 改善実施報告 改善報告会 

 

● 新型コロナウイルス感染症の影響への対応（以下「新型コロナ対応」という。） 

       同感染症の影響の収まりが見えないため、令和３年度当初から全編オンラインでの実施 

   を決定し、前年度のオンライン開催の実績を踏まえて、オフラインと遜色ない内容・運営 

にするとともに、かつ、受講者サイドのオンライン参加に対する不安も和らげ、受講者が 

期待した成果を得られるよう、さらに工夫を重ねた。 

 
● 受講者満足度・理解度 

実習の報告は、講義で学んだ改善手法を活用し、かつ、チーム作業を通じてまとめ上げ 

たものとなっていることを確認している。また、アンケート結果によれば、座学は約93％

の受講者が「理解できた」又は「どちらかと言えば理解できた」、実習は受講者すべてが
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「理解できた」又は「どちらかといえば理解できた」と回答しており、受講者の満足度が

確認できている。 

また、現場スクール終了から約３か月後の１１月下旬に行う成果報告会に向けて、講 

師である本財団スタッフが、自社での実践がスムーズに進むよう、Zoom で回を重ねてアド

バイスを行った結果、いずれの受講者も、今後も取組の継続が期待できる報告内容であっ

た。 

 

 
                     

 
 

 

 

②‐1 IoTリーダー塾（IoT推進リーダーの育成及び経営層コミットによるIoT活用戦略の作

成） 

開講時期 ９月～１２月 

実施スタイル 全編オンライン（Zoom）での開催（対話型） 

受講者数 
IoT推進リーダー･･･１３名１１社（定員 １０名・社程度） 

IoT推進リーダーの所属企業の経営層･･･１１人１１社（定員 同上） 

講師 
企画提案公募で選定した委託先㈱ウフル、再委託先の㈱INDUSTRIAL－X 

及びi Smart Technologies㈱等 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

座学：IE（人の作業改善） 

の単元を抜粋 
実習： 自社改善活動 
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● カリキュラム 

    
 

    

    
 

● 前年度からブラッシュアップした点 

【IoT推進リーダーの育成】 

 ・令和４年度以降の段階的な運営内製化を見据えて、本財団スタッフ４名及び地元 IT技 

術者を育成することも、委託先公募の段階から仕様に盛り込んで、計画的に対応。 

・参加者同士が打ち解ける交流の機会を設けられない中、Zoom のブレイクアウトルーム機

能での講師と１対１の対話も活発に行われ、双方向の講座となるよう、集合講座で和や

かな雰囲気を保って、積極的に受講者を指名し、発言の機会を設けた。 

・さまざまな IoT デバイスが市販されてはいるが、センサ、ゲートウェイからクラウドに

データをアップするまでの流れを、実際に手を動かして理解することは重要である。こ

のため、体験学習（ハンズオン）は、コーディング不要のプログラミング環境を予めイ

ンストールしたラズベリーパイを、各受講者に提供して実施。オンライン実施の場合、

遅れている受講者への指示が伝わりづらいため、事前に、委託先と本財団スタッフ等と

の間で予行演習を行った。講座当日は、Zoom のブレイクアウトルーム機能で、進捗が遅

れている受講者を地元 IT 技術者が１対１でフォローし、それでも遅れが取り戻せなかっ

た受講者に対しては、後日、本財団スタッフと地元 IT技術者で、フォローを行った。 

・ IoT導入プランの作成は、本財団スタッフがチューターとして、各社をサポート。 
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【経営層コミットによる IoT活用戦略の作成】 

・経営層向け特別座学と戦略作成（ワークショップ）を別日に実施し、後者の時間をしっ

かりと確保。 

・IoT 推進リーダーが、経営層の作成した IoT 活用戦略を共有された上で、自社のものづく

り現場の IoT導入プランの作成に入れるよう、共有の時間を講座中に明確に設け、運営委

託先と本財団スタッフも立会。その結果、IoT 推進リーダーの IoT 導入プランの作成もス

ムーズに進めることができた。 

 

● 新型コロナウイルス感染症の影響への対応（以下「新型コロナ対応」という。） 

    現場スクールと同様に、令和３年度当初から全編オンラインでの実施を決定し、前年度 

のオフラインとオンラインの併用開催の実績を踏まえて、オフラインと遜色ない内容・運 

営にするとともに、かつ、受講者サイドのオンライン参加に対する不安も和らげ、受講者 

が期待した成果を得られるよう、委託先と協議を重ねて対応してきた。 

 

● 受講者満足度・理解度 

    アンケート結果によれば、講座全体について、「非常に良かった」又は「良かった」と 

100%の満足度が得られ、また、約８割の受講者から、今後自社で IoT、ＤＸの取組を「進めら

れる」又は「進められそう」という回答が得られている。 

実際に、講座終了 1か月後（R4.1）に状況をヒアリングしたところ、 

・溶接工程の手直し記録の簡素化、自動集計及び手直し状況の見える化に向けたタブレット

配置のためのシステム工事の調整、 

・設備投資を伴う NC 旋盤の生産性向上とは別の、汎用研削盤の稼働率の可視化に向けて、実

習（ハンズオン）で配布したラズベリーパイや Google データポータル（※２）を活用した

プロトタイプの完成化、 

・生産設備の停止時間の削減に向けて、停止時間と停止理由を収集するため、IoT 汎用ツール

を試験設置 等、 

それぞれが発表した自社の IoT導入プランの実践に着手していることが確認できた。 

さらに、IoT リーダー塾終了約３か月後の３月１６日（水）に、自社での取組の「進捗状況

共有会」を開催したところ、１１社中８社で、継続して取り組まれていることを確認できた。 

 

 

※２ Googleデータポータル・・・Google が提供しているダッシュボード作成ツール。 複

数のデータソースに接続し、ダッシュボードにまとめて可視化、リアルタイムでレポートの

共有が可能。 
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  （アンケート結果） 

 

     
 

     
 

 

②‐2 IoTリーダー塾（オープンセミナー） 

  Ａ. IoTツール展示会の開催 

IoT導入を具体的にイメージできるよう、IoTリーダー塾のカリキュラムが、IoT導入プラ

ンの作成段階に入る前に開催した。 

 

開催日 令和３年１１月月５日（金）午後 

開催スタイル オンライン（Zoom）での開催 

参加対象者 県内のものづくり中小製造業で、ものづくり現場のIoT化を検討している者 

参加者数 ３１名／２６社 

出展企業 

MiHiA（メイドインひろしまIoT協議会）（※３）に加盟のベンダー及びシ

ステムインテグレーター6社 

※３ MiHiA…広島に本社を置くIoT導入を目指す製造業・IT系ソフト開発

企業・FA系エンジニアリング企業・IoT製品メーカーが持ちそれぞれの技

術を融合・研鑽するための協議会。令和２年４月設立。（正会員19社） 
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参加者アンケート結果 回答数16名 

 

 
 

②‐2 IoTリーダー塾（オープンセミナー） 

  Ｂ. ＢＩツールハンズオンセミナーの開催 

   IoT リーダー塾の閉講後に、参考となるツール・技術の情報収集の観点から 

支援するために開催した。 

 

開催日 令和４年２月２４日（木）及び２５日（金） 

開催スタイル オンライン（Zoom）での開催 

参加対象者 

県内のものづくり中小製造業で、Excel等を活用しているものづくり現場の

データ収集・分析に限界を感じている、又はBIツールの導入（リプレイ

スを含む。）を検討している者 

参加者数 ８名／５社 

BIツール Motion Board及びTableau 

  

参加者アンケート結果 回答者数 3/5名 

 

 
 

 

 

 

 

 

Motion Board: 

ウイングアーク 1st（株） 

の単元を抜粋 

Tablea(株) 

シリウス１ 

80% 

66% 
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① -3 IoTリーダー塾（ものづくり現場IoT導入実証事業助成金）（以下、導入実証という。） 

     

（公募要領の概要等） 

公 募 期 間 

・1次  2022/6/1～7/9 

・2次  2022/7/13～8/13 

・3次  2022/8/19～9/15 

・4次  2022/9/30～10/20 

助 成 対象 者 

次の３つの条件をすべて満たす者（いわゆるみなし大企業を除く。） 

・県内で製造業を営み、資本金又は出資総額が３億円以下並びに常時 

使用する従業員数が300人以下の者 

・ものづくり現場に改善活動が定着している者 

・本財団が実施するデジタル技術活用に向けた「IoTリーダー塾」へ前年

度まで参加している者 

助成対象事業 

助成対象者が、ものづくり現場の生産性向上に向けて、県内に本社を置

くベンターやシステムインテグレーターと連携して取り組むIoT等デジタ

ル技術の導入実証 

助 成 事業 の 

実 施 期 間 

・２次公募分（２社）  

9月1日（採択日）～令和４年１月末（概ね5か月） 

・４次公募分（１社）  

 10月27日（採択日）～令和４年１月末（概ね3か月） 

助 成 率 助成対象経費の１／２ 

助 成 限度 額 １５０万円／件 

助 成 事 業 

完了後の協力 

他のものづくり中小企業者へ、デジタル技術の活用を啓発できるよう、 

助成事業で得られた成果（実証に対する評価、実装までの経過、実装の

効果等）の発表協力すること。 

採 択 基 準 

① 実証のモデル性 

・普遍的な IT の導入ではなく、デジタル技術の活用の実証であること。 

・他のものづくり中小企業者への波及効果が期待できること。 

② 背景・必要性及び目標 

 ・助成対象者にとって新たな取組であり、その必要性を具体的に 

検討していること。 

・業務の効率化・省力化等、生産性向上の目標が明確であること。 

③ 課題抽出と解決に向けた取組 

 ・人の動き、設備の動き等、自社の製造現場の業務効率化や省力化等

に有益なデータ情報を見極めていること。 

 ・解決に向けた方策案やシナリオに整合性があること。 

④ 実現可能性 

 ・実証のプロセスが明らかになっていて、助成対象事業の実施期間 

  内に、その実証を評価することができること。 

審 査 委 員 
３名（本財団役員・HDI技術統括部長・広島県イノベーション推進チーム

担当課長） 
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（採択事業の概要） 

企業名 製造概要 
上段…事業計画の概要（テーマ）及び取組概要 

下段…取組結果及び今後の対応方針 

Ａ社 
精密部品加

工業 

○活動テーマ 

「金属部品加工における設備データの収集による設備監視

及び設備トラブルへの対応時間の削減、ならびに生産管理

システムとの連携による稼働率向上」 

○背景 

精密部品加工業は、支給材の鋳物や支給材を加工した加

工賃収入が大部分を占めている。近年、価格競争や経費の

高騰により売上高、粗利益とも減少しており、設備稼働率

を向上させ加工賃収入の増大を図る必要がある。 

○目標 

稼働率の現状比３０％向上 

○活動内容 

主要１０設備の稼働表示燈に光検知センサとラズパイを

取り付け、データをクラウドに収集し分析することで要因

を見出し、稼働対策を実施する。 

○結果 

見える化されたデータを分析し、以下の具体的な改善対

策を実施。 

① 段取り台車活用による取り替え時間短縮対策 

（単品加工の稼働対策） 

② 作業手順の標準化による作業時間の短縮 

③ 加工業務と加工機の集約による 

立ち上がりロス削減対策 
④ プログラム送信開始時間と機械稼働開始時間の見える化 

⑤ 故障予兆 稼働累積時間で事前メンテナンス等 

●主要１０設備の稼働率が７％向上。 

●全社展開により２７％向上のめどをつけた。 

Ｂ社 被服縫製造 

○活動テーマ 

量産衣類品の縫製工程における設備と作業者の作業正味

作業時間の削減 

○背景 

自社ブランドの量産化により、広島県内に留まらず、東

京銀座のデパート等 ２０店舗以上の大型店で販売の機会

を得た。しかしながら、各受注に対する工程進捗状況、お

よび人ごとの生産性が把握できておらず、長時間労働で対

応しており、生産ラインを再構築し生産性を向上させる必

要がある。 

○目標 

１５名×５０時間＝７５０時間の縫製工程を週１００時

間削減。 

○活動内容 

縫製工程のミシン１５台のペダルに距離センサを取り付

け、「ペダルの動き＝稼働」と捉えデータ収集し、BI ツー

ルで見える化及び分析を行い、稼働対策を実施。 
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企業名 製造概要 
上段…事業計画の概要（テーマ）及び取組概要 

下段…取組結果及び今後の対応方針 

Ｂ社の続き 被服縫製造 

○結果 

①ミシンの動作時間が平均４時間と想定していたが、実際

は２時間であり、予想よりも稼働しておらず、作業の効率

化を図るうえで改善ポイントとなる指標をえられた。 

②単一作業のピッチタイムの把握と稼働率の把握をするこ

とが可能となり、そのデータをもとに、ラインの編成やオ

ペレーターの技能レベル把握を導くことができた。 

③生産完了予定の見積り精度の向上、生産遅れの判断の迅

速化が可能となった。 

④定量的な向上率は今後計測し、改善見通し目標を設定す

る見通しがたった。 

（稼働率を２０％から３５％に改善見込み） 

IoTの導入や運用の実践方法のスキルアップが行えた。 

⑤また、地域 ITベンダーとの継続した連携は必要である

が、知識を持った人材教育を推進していくことが可能と

なった。 

 

Ｃ社 食品製造 

○活動テーマ 

イカ加工食品（イカ天）メインラインの生産実績データ

自動取得と可視化及び改善 

（袋に製品を詰め、製造月日を印字）の品質不良率と 

停止時間の撲滅 

○背景 

給袋機の能力は、１時間当たりは３，０００枚だが、現時

点での給袋機の生産数は２，５００枚にとどまっており、

稼働を阻害している。⇒稼働率約８３％ 

○目標 

給袋機の稼働率１００% 

○活動内容 

①稼働データを自動収集し収集したデータの分析と稼働対

策を実施した。 

② 各工程にセンサを設置しデータをクラウドへ送信。（セ

ンサの設置位置(1)給袋機の稼働灯にカラーセンサ(2)給

袋機出口に光電センサ(3)重量検査入り口に光電センサ

(4)重量検査出口に光電センサ(5)ケーサ（箱詰め）の 3

連燈に照度センサを取り付け表示色判別） 

③クラウドにてデータを可視化分析 

④現場の改善につなげやすいシステムとするため、担当者

と一緒に考えながら改良を加え、タブレット上で、稼働時

間、稼働率、不良項目、不良数、不良率が作業中でも認識

できる仕組みを具現化。 
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企業名 製造概要 
上段…事業計画の概要（テーマ）及び取組概要 

下段…取組結果及び今後の対応方針 

Ｃ社の続き 食品製造 

○結果 

①給袋機ではじかれた不良品を調査すると、印字不良が多

く発生していたため、印字システムに対して対策を実施。

その結果、対策前不良率５．３％、対策後不良率０．

３％。４．８％の稼働率向上を実現。 

②タブレットによる稼働状況の見える化により、停止、異

常発生時の対応時間を短縮する仕組みを作り上げた。 

③工程全体を俯瞰した稼働対策活動を進めていく土壌を醸

成した。 

 

 

③ ひろしまIoT実践道場 

Ｒ３年度のモデル企業採択にあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響で、企業訪

問等の活動が制限され、テレワークやWeb会議を優先した業務対応が求められることとな

り、募集・選定に時間がかかり、結果的に、取組の開始時期が、９月となった。 

その後も、第５波６波とこれまでにない感染者数の増加により、オフライン開催を予定

していた現地視察及び定期報告会の変更を余儀なくされ、活動に遅れが発生した。 

加えて、Ｒ２度モデル企業２社が、コロナ影響により経営が悪化し、活動中断に陥ってい

る。今後はオンライン開催を基本とし、隔月の開催に加えて、進捗状況に応じたフォロー

を個別に行うことにより、スケジュールの遅れをリカバリーしていく。 

 

（Ｒ３モデル企業の概要） 

Ｄ社：印刷業・・・テーマ：原価の見える化 

Ｅ社：配電盤及び自動制御盤の設計・・・テーマ：新工場のDX化 

（活動概要） 

   ・第１回（９月１７日（金）オンライン）…自社紹介、モデル企業が考える課題の説明 

   ・第２回-１（１１月３０日（火）、中本本店現場視察、オフライン） 

   ・第２回-２（令和３年２月２８日（月）、東洋電装現地視察、オンライン） 

     …モデル企業自身が考える課題の説明、現場視察、課題整理と進め方討議 

   ・第３回（１１月３０日（金）オンライン）…自社紹介、-モデル企業が考える課題の説明 

 

（Ｒ２モデル企業の概要） 

・Ｆ社（食品卸）…取り組みたいテーマは棚卸最適化 

・Ｇ社（樹脂製品製造）…取り組みたいテーマは製品検査 

④  その他 

・ 広島工業大学での成果報告会の開催 

産業界で活躍する前の教育においても、デジタルスキルを習得することが求められており、

大学教育が、産業界と連携して人材育成に取り組む場合、効果は大きなものと期待される。 

そのため、デジタル人材の育成における「実践的な学び」に資するよう、「ひろしま IoT実

践道場」等で取り組んだ成果の発表を、県内大学で実施した。 

（報告会概要） 

・開催日２０２１年１２月８日（水）１３：３０-１６：２５ 

＠ 広島工業大学 NX－704教室 

・研究室の学生さん約 50名 

・大学での成果発表会は初めての試みであったが，大学の全面的な支援と発表企業の積極

的な協力，そして学生さんの前向きな聴講姿勢のおかげで，狙い通りであった。 

 

・IoT実践活動オンライン報告会 

前掲の「導入実証」採択企業３社とともに、ひろしま IoT実践道場のモデル企業２社の成果

報告会をオンラインで開催。 
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（報告会概要） 

・開催日：令和４年３月１０日 １３：１５～１５：４５ 

・参加者数：３２名/２９社 

＊本報告会の開催状況の動画を本財団ホームページにオンデマンド視聴できるよう準備し

ている。 

 

（２）実施した結果生まれた新たな課題等 

 

①  現場スクール 

現場スクールは令和４年度よりIoTリーダー塾に統合予定だが、IoTリーダー塾のベース

となる現場改善ノウハウを、限られた時間内でどう伝えるかが課題。 

対応として、演習の宿題型による補講や入塾時の改善レベルの確認とチューターによる個

別フォロー等を計画している。 

また、過年度の現場スクール修了企業に対して、ステップアップするためのIoTを活用した

IoTリーダー塾の受講を働きかけていく。 

 

② -1 IoT推進リーダー育成塾 

（IoT推進リーダーの育成及び経営層コミットによるIoT活用戦略の作成） 

    令和４年度も、オフラインとオンライン（Zoom）の併用による開催を予定しており、一

層時勢に応じた柔軟な運営を実現するため、内製化による財団運営の拡大と令和３年度の

実績をブラッシュアップする。 

また、経営層コミットによるIoT活用戦略の作成については、次に掲げる改善を行う。 

IoT推進リーダーが、その中長期のIoT活用戦略を認識して、ものづくり現場のIoT導入 

プランの作成を開始できるケジュールとなるよう、全体のカリキュラムの見直し。 

上述した現場スクールの統合に伴い、教材・カリキュラム・チューター制度強化を図っ

ていく。 

 

②-2 IoT推進リーダー育成塾（IoTツールの展示会） 

「IoT推進リーダー育成塾」開講期間中に、オープンセミナーとして、MiHiA（メイドイ

ンひろしまIoT 協議会）に加盟のベンダー・SIer によるＩｏＴツール展示会を開催。 

参加者からは、資料配布を求める声をいただいたとともに、今回ご紹介できなかった分

野（自動化、RPA,5G 等）に対する紹介要望をいただいた。令和４年度は要望に応えられる

ツールを紹介していきたい。 

引き続き、MiHiA の定例ミーティング等で、この中小企業ＤＸ推進支援事業や広島県の事業

への理解を一層深めてもらうとともに、事業への積極的関与を深化させていく予定である。 

 

③ -3 IoT推進リーダー育成塾（導入実証） 

    令和２・３年度の受講企業は現在PoCを推進中であり、導入実証の助成金の活用に向け、

時間をかけたサポートを要する受講企業も存在する。令和５年度以降の活用も視野に、息

長く、着実に、企業の取組をフォローアップしていく。 

 

④  ひろしまIoT実践道場 

    前掲のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響で、令和３年度のモデル企業の活動進

捗が大幅に遅れていることから、オンライン開催を基本とし、隔月の道場開催に加えて、

進捗状況に応じたフォローを個別に行うことにより、スケジュールの遅れをリカバリーし

ていく。 

   また、令和４年度のモデル企業を早期に選定できるよう、本財団及び県内他団体のメルマ

ガへの掲載に加えて、令和２及び３年度に開催しているモデル企業の成果報告会への参加

企業に個別に打診する等、募集活動を工夫する。 
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【評価〈目標の達成度〉、数値の検証等】 

 

（１）目標の達成度、数値の検証等 

＜総括＞ 

 目標値 達成状況 

定量的 

な成果 

ものづくり中小企業のIoT実装件数５件 

・IoT推進リーダー育成塾…３件 

・ひろしまIoT実践道場…２件（成果を

得るのはＲ４年度） 

一部に遅れあり 

・IoT推進リーダー育成塾…３件 

（Ａ社、Ｂ社、Ｃ社） 

・ひろしまIoT実践道場…２件（R2年度

モデル企業の活動中断に伴い、成果を 

 得るのはＲ５年度の見込み） 

定性的 

な成果 
IoT活用戦略の達成状況 概ね達成見込み 

 

＜詳細＞ 

  ○ 定量的な成果 

・IoT推進リーダー育成塾（IoT推進リーダーの育成及び経営層コミットによるIoT活用戦略

の作成）を受講した企業のうち、Ｈ社（食品製造）が、i Smart Technologies㈱のIoT

ツール「iXacs」を実装し、稼働状況の見える化を実施。 

・IoT推進リーダー育成塾（導入実証）を活用した企業３社は、前掲のとおり、導入実証の

結果を踏まえて、仕組の進化や、工場内での多箇所展開に向けて、今後取り組んでいく

としている。 

   ・ひろしまIoT実践道場は、前掲のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響で、モデル 

企業の活動進捗が大幅に遅れており、成果を得るのは、活動開始から２年後の令和５年

度となる見込み。 

  ○ 定性的な成果 

・前掲のとおり、令和３年度のIoT推進リーダー育成塾の受講企業１１社中８社は、作成し

たものづくり現場のIoT導入プランの実践に取り組んでいる。 

    残る３社については、本財団スタッフが定期的に、IoT化ボトルネックとなっている課題 

に寄り添えるよう、フォローしていく。 

   ・また、本事業の一連の取組による波及効果を測り、今後の取組の方向性を検討するツー

ルとして、県内のものづくり中小企業のIoT導入に係る設備投資の状況調査を、ひろぎん

エリアデザイン㈱に委託して行った。県内における、設備投資額を伴うIoT等デジタル技

術の活用状況は、ものづくり中小企業で依然約２割にとどまっており、さらに、生産プ

ロセスに関する設備の稼働状況等の何らかのデータ収集を行っているのは、全国の状況

が約５４％であるのに対して、広島県では約３４％にとどまっており、大きな開きがあ

る。ものづくり県と言われる広島県のものづくり中小企業のIoT等デジタルかは喫緊の課

題である。 

 

 

【今後の進め方〈波及効果を含めて〉をどうするのか】 

 前掲の【成果（結果）】及び【評価】のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響が未だ収ま

りが見えない中、令和３年度の取組実績をブラッシュアップして、令和４年度以降も定量的な成

果を生み出していく。 

また、その成果を、報告会開催やＨＰ、さらにはマスメディアの協力を得て、広く発信し、も

のづくり中小企業のIoT活用を進めていく。 

 

 

 

 

注１）上記項目について詳細に記載してください。 

注２）成果（結果）の内容について、別途、お伺いすることがあります。 

注３）成果物(報告書・アンケート集計物・DVD等)、記録用写真等があれば提出してください。 


